
鳥取県老人福祉法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年４月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第55号

鳥取県老人福祉法施行細則及び鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

（鳥取県老人福祉法施行細則の一部改正）

第１条 鳥取県老人福祉法施行細則（平成５年鳥取県規則第16号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合に

は、当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正表を削

り、改正後表に対応する改正表が存在しない場合には、当該改正後表を加える。

改 正 後 改 正 前

（養護老人ホーム等の設置の届出手続等） （老人ホームの設置の届出手続等）

第８条 法第15条第３項の規定による届出は、養護老 第８条 法第15条第３項の規定による届出は、老人ホ

人ホーム等設置届出書（様式第７号）を提出してし ーム設置届出書（様式第７号）を提出してしなけれ

なければならない。 ばならない。

２ 省令第３条第１項に規定する申請書は、養護老人 ２ 省令第３条第１項に規定する申請書は、老人ホー

ホーム等設置認可申請書（様式第８号）によるもの ム設置認可申請書（様式第８号）によるものとす

とする。 る。

（養護老人ホーム等の事業開始の届出） （老人ホームの事業開始の届出）

第９条 法第15条第３項又は第４項の規定により養護 第９条 法第15条第３項又は第４項の規定により養護

老人ホーム又は特別養護老人ホームを設置した者 老人ホーム又は特別養護老人ホームを設置した者

（以下「設置者」という。）は、その事業を開始し （以下「設置者」という。）は、その事業を開始し

たときは、速やかに、養護老人ホーム等事業開始届 たときは、速やかに、老人ホーム事業開始届出書

出書（様式第９号）を知事に提出しなければならな （様式第９号）を知事に提出しなければならない。

い。

（養護老人ホーム等の届出事項の変更の届出手続） （老人ホームの届出事項の変更の届出手続）

第10条 法第15条の２第２項の規定による届出は、養 第10条 法第15条の２第２項の規定による届出は、老

護老人ホーム等届出事項変更届出書（様式第10号） 人ホーム届出事項変更届出書（様式第10号）を提出

を提出してしなければならない。 してしなければならない。

（養護老人ホーム等の廃止等の届出手続等） （老人ホームの廃止等の届出手続等）

第11条 法第16条第２項の規定による届出は、養護老 第11条 法第16条第２項の規定による届出は、老人ホ

人ホーム等廃止等届出書（様式第12号）を提出して ーム廃止等届出書（様式第12号）を提出してしなけ



しなければならない。 ればならない。

２ 省令第５条に規定する申請書は、養護老人ホーム ２ 省令第５条に規定する申請書は、老人ホーム廃止

等廃止時期等認可申請書（様式第13号）によるもの 時期等認可申請書（様式第13号）によるものとす

とする。 る。

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係）

老人居宅生活支援事業開始届出書 老人居宅生活支援事業開始届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

老人居宅生活支援事業を開始したいので、老人福 老人居宅生活支援事業を開始したいので、老人福

祉法第14条の規定により、次のとおり届け出ます。 祉法第14条の規定により、次のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

略 略

事業の用に供す 略 事業の用に供す 略

る施設（老人デ 入所（登録・入 る施設（老人デ 入所（入居）定

イサービス事 居）定員（老人 イサービス事 員（老人短期入

業、老人短期入 短期入所事業、 業、老人短期入 所事業又は痴呆

所事業、小規模 小規模多機能型 所事業又は痴呆 対応型老人共同

多機能型居宅介 居宅介護事業又 対応型老人共同 生活援助事業を

護事業又は認知 は認知症対応型 生活援助事業を 行 う 場 合 に 限

症対応型老人共 老人共同生活援 行う場合に限 る。）

同生活援助事業 助事業を行う場 る。）

を行う場合に限 合に限る。）

る。）

略 略

添付書類 添付書類

１～４ 略 １～４ 略

様式第２号（第３条関係） 様式第２号（第３条関係）

老人居宅生活支援事業届出事項変更届出書 老人居宅生活支援事業届出事項変更届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

老人居宅生活支援事業に係る届出事項を変更した 老人居宅生活支援事業に係る届出事項を変更した

ので、老人福祉法第14条の２の規定により、次のと い（変更した）ので、老人福祉法第14条の２の規定

おり届け出ます。 により、次のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日



郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

事業の種類及び内容

変 更 事 項 変 更 事 項

略 略

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係）

老人居宅生活支援事業廃止（休止）届出書 老人居宅生活支援事業廃止（休止）届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

老人居宅生活支援事業を廃止（休止）したいの 老人居宅生活支援事業を廃止（休止）したいの

で、老人福祉法第14条の３の規定により、次のとお で、老人福祉法第14条の３の規定により、次のとお

り届け出ます。 り届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

事業の種類及び内容

廃止（休止）予定年月日 年 月 日 廃止（休止）予定年月日 年 月 日

略 略

様式第４号（第５条関係） 様式第４号（第５条関係）

老人デイサービスセンター等設置届出書 老人デイサービスセンター等設置届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

老人デイサービスセンター（老人短期入所施設・ 老人デイサービスセンター（老人短期入所施設）

老人介護支援センター）を設置したいので、老人福 を設置したいので、老人福祉法第15条第２項の規定

祉法第15条第２項の規定により、次のとおり届け出 により、次のとおり届け出ます。

ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所



フリガナ フリガナ

届出者 名 称 届出者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

添付書類 添付書類

１～５ 略 １～５ 略

様式第５号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係）

老人デイサービスセンター等届出事項変更届出書 老人デイサービスセンター等届出事項変更届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

老人デイサービスセンター（老人短期入所施設・ 老人デイサービスセンター（老人短期入所施設）

老人介護支援センター）に係る届出事項を変更した に係る届出事項を変更したい（変更した）ので、老

ので、老人福祉法第15条の２第１項の規定により、 人福祉法第15条の２第１項の規定により、次のとお

次のとおり届け出ます。 り届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 名 称 届出者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

変 更 年 月 日 変 更 年 月 日

現に入所している者に対する措置

（老人短期入所施設の入所定員を

減少しようとする場合に限る。）

様式第６号（第７条関係） 様式第６号（第７条関係）

老人デイサービスセンター等廃止（休止）届出書 老人デイサービスセンター等廃止（休止）届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

老人デイサービスセンター（老人短期入所施設・ 老人デイサービスセンター（老人短期入所施設）

老人介護支援センター）を廃止（休止）したいの を廃止（休止）したいので、老人福祉法第16条第１

で、老人福祉法第16条第１項の規定により、次のと 項の規定により、次のとおり届け出ます。

おり届け出ます。

年 月 日 年 月 日



郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 名 称 届出者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

現に便宜若しくは援助を受け、又 現に便宜を受け、又は入所してい

は入所している者に対する措置 る者に対する措置

略 略

様式第７号（第８条関係） 様式第７号（第８条関係）

養護老人ホーム等設置届出書 老人ホーム設置届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）を設置し 老人ホームを設置したいので、老人福祉法第15条

たいので、老人福祉法第15条第３項の規定により、 第３項の規定により、次のとおり届け出ます。

次のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

届出者 職氏名 ㊞ 届出者 職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

施設の運営の方針（養護老人ホー 施設の運営の方針

ムの場合に限る。）

入所定員（養護老人ホームの場合 入所定員

に限る。）

職員の定数及び職務の内容（養護 職員の定数及び職務の内容

老人ホームの場合に限る。）

施設の運営についての重要事項に

関する規程（特別養護老人ホーム

の場合に限る。）

入所者からの苦情を処理するため

に講ずる措置の概要（特別養護老

人ホームの場合に限る。）

職員の勤務の体制及び勤務形態

（特別養護老人ホームの場合に限

る。）

協力病院の名称及び診療科名並び

に当該協力病院との契約の内容

（協力歯科医療機関があるとき

は、その名称及び当該協力歯科医

療機関との契約の内容を含む。）



略 略

添付書類 添付書類

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 土地及び建物に係る権利関係を明らかにし

た書類

４ 当該市町村の区域外に施設を設置しようと

する場合にあっては、当該施設を設置しよう

とする区域の市町村の同意書

３ 資産の状況を記載した書類（地方独立行政

法人が設置する場合に限る。）

４ 土地及び建物に係る権利関係を明らかにし

た書類

５ 当該市町村の区域外に施設を設置しようと

する場合にあっては、当該施設を設置しよう

とする区域の市町村の同意書（市町村が設置

する場合に限る。）

６ 定款その他の基本約款（地方独立行政法人

が設置する場合に限る。）

７ 施設を設置しようとする区域の市町村の意

見書（地方独立行政法人が設置する場合に限

る。）

様式第８号（第８条関係） 様式第８号（第８条関係）

養護老人ホーム等設置認可申請書 老人ホーム設置認可申請書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）の設置の 老人ホームの設置の認可を受けたいので、老人福

認可を受けたいので、老人福祉法施行規則第３条第 祉法施行規則第３条第１項の規定により、次のとお

１項の規定により、次のとおり申請します。 り申請します。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

申請者 名 称 申請者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

施設の運営の方針（養護老人ホー 老人ホームの運営方針

ムの場合に限る。）

入所定員（養護老人ホームの場合 入所定員

に限る。）



職員の定数及び職務の内容（養護 職員の定数及び職務の内容

老人ホームの場合に限る。）

施設の運営についての重要事項に

関する規程（特別養護老人ホーム

の場合に限る。）

入所者からの苦情を処理するため

に講ずる措置の概要（特別養護老

人ホームの場合に限る。）

職員の勤務の体制及び勤務形態

（特別養護老人ホームの場合に限

る。）

協力病院の名称及び診療科名並び

に当該協力病院との契約の内容

（協力歯科医療機関があるとき

は、その名称及び当該協力歯科医

療機関との契約の内容を含む。）

略 略

添付書類 添付書類

１ 略 １ 略

２ 資産の状況を記載した書類 ２ 資産の状況を明らかにした書類

３～６ 略 ３～６ 略

７ 市町村の委託を受けて事業を行う場合にあ

っては、当該市町村との間に委託契約が締結

されていること、又は締結される見込みであ

ることを明らかにした書類

様式第９号（第９条関係） 様式第９号（第９条関係）

養護老人ホーム等事業開始届出書 老人ホーム事業開始届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

年 月 日付（ 第 号）で設置の届出をし 年 月 日付（ 第 号）で設置の届出をし

た（認可を受けた）養護老人ホーム（特別養護老人 た（認可を受けた）老人ホームの事業を 年 月

ホーム）の事業を 年 月 日開始したので、鳥取 日開始したので、鳥取県老人福祉法施行細則第９条

県老人福祉法施行細則第９条の規定により届け出ま の規定により届け出ます。

す。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 名 称 届出者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号



様式第10号（第10条関係） 様式第10号（第10条関係）

養護老人ホーム等届出事項変更届出書 老人ホーム届出事項変更届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）に係る届 老人ホームに係る届出事項について変更したいの

出事項について変更したいので、老人福祉法第15条 で、老人福祉法第15条の２第２項の規定により、次

の２第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 名 称 届出者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

様式第12号（第11条関係） 様式第12号（第11条関係）

養護老人ホーム等廃止等届出書 老人ホーム廃止等届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）を廃止 老人ホームを廃止（休止・入所定員を減少・入所

（休止・入所定員を減少・入所定員を増加）したい 定員を増加）したいので、老人福祉法第16条第２項

ので、老人福祉法第16条第２項の規定により、次の の規定により、次のとおり届け出ます。

とおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

届出者 職氏名 ㊞ 届出者 職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

様式第13号（第11条関係） 様式第13号（第11条関係）

養護老人ホーム等廃止時期等認可申請書 老人ホーム廃止時期等認可申請書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養護老人ホーム（特別養護老人ホーム）の廃止 老人ホームの廃止（休止・入所定員の減少）の時

（休止・入所定員の減少）の時期（入所定員の増 期（入所定員の増加）について認可を受けたいの

加）について認可を受けたいので、老人福祉法第16 で、老人福祉法第16条第３項の規定により、次のと

条第３項の規定により、次のとおり申請します。 おり申請します。



年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 名 称 届出者 名 称

代表者職氏名 ㊞ 代表者職氏名 ㊞

電話番号 電話番号

略 略

様式第14号（第12条関係） 様式第14号（第12条関係）

有料老人ホーム設置届出書 有料老人ホーム設置届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

有料老人ホームを設置したいので、老人福祉法第 有料老人ホームを設置したいので、老人福祉法第

29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

申請者 氏 名 ㊞ 申請者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

略 略

供与される介護等の内容 供与される便宜の内容

略 略

入居定員及び居室数 入所定員及び居室数

略 略

一時金、利用料その他の入居者の費用負担の額 入所一時金、利用料その他の入所者の費用負担の

額

略 略

添付書類 添付書類

１～４ 略 １～４ 略

５ 市場調査等による入居者の見込みを記載した ５ 市場調査等による入所者の見込みを記載した

書類 書類

６及び７ 略 ６及び７ 略

８ 入居契約に入居契約の解除に係る返還金の定

めがあるときは、当該定めの内容並びに返還金

の支払を担保するための措置の有無及び当該措

置の内容を記載した書類

９ 入居契約に損害賠償額の予定（違約金を含

む。）に関する定めがあるときは、その内容を



記載した書類

10 設置者が入居を希望する者に対し交付して、

施設において供与される便宜の内容、費用負担

の額その他の入居契約に関する重要な事項を説

明することを目的として作成した書類

様式第15号（第13条関係） 様式第15号（第13条関係）

有料老人ホーム届出事項変更届出書 有料老人ホーム届出事項変更届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

有料老人ホームに係る届出事項に変更が生じたの 有料老人ホームに係る届出事項に変更が生じたの

で、老人福祉法第29条第２項前段の規定により、次 で、老人福祉法第29条第２項前段の規定により、次

のとおり届け出ます。 のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

略 略

様式第16号（第14条関係） 様式第16号（第14条関係）

有料老人ホーム休止（廃止）届出書 有料老人ホーム休止（廃止）届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

有料老人ホームの事業を休止（廃止）したので、 有料老人ホームの事業を休止（廃止）したので、

老人福祉法第29条第２項後段の規定により、次のと 老人福祉法第29条第２項後段の規定により、次のと

おり届け出ます。 おり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号 □□□―□□

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

略 略



第２条 鳥取県老人福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（有料老人ホームの届出事項の変更の届出手続） （有料老人ホームの届出事項の変更の届出手続）

第13条 法第29条第２項の規定による届出は、有料老 第13条 法第29条第２項前段の規定による届出は、有

人ホーム届出事項変更届出書（様式第15号）を提出 料老人ホーム届出事項変更届出書（様式第15号）を

してしなければならない。 提出してしなければならない。

（有料老人ホームの廃止等の届出手続） （有料老人ホームの廃止等の届出手続）

第14条 法第29条第３項の規定による届出は、有料老 第14条 法第29条第２項後段の規定による届出は、有

人ホーム休止（廃止）届出書（様式第16号）を提出 料老人ホーム休止（廃止）届出書（様式第16号）を

してしなければならない。 提出してしなければならない。

様式第15号（第13条関係） 様式第15号（第13条関係）

有料老人ホーム届出事項変更届出書 有料老人ホーム届出事項変更届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

有料老人ホームに係る届出事項に変更が生じたの 有料老人ホームに係る届出事項に変更が生じたの

で、老人福祉法第29条第２項の規定により、次のと で、老人福祉法第29条第２項前段の規定により、次

おり届け出ます。 のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

略 略

様式第16号（第14条関係） 様式第16号（第14条関係）

有料老人ホーム休止（廃止）届出書 有料老人ホーム休止（廃止）届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

有料老人ホームの事業を休止（廃止）したので、 有料老人ホームの事業を休止（廃止）したので、

老人福祉法第29条第３項の規定により、次のとおり 老人福祉法第29条第２項後段の規定により、次のと

届け出ます。 おり届け出ます。

年 月 日 年 月 日



郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

法人にあっては、名称及び 法人にあっては、名称及び

代表者の氏名 代表者の氏名

電話番号 電話番号

略 略

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

第３条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のとおり改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

略 略

長一 老人福祉 略 長一 老人福祉 略

寿 法（昭和38 寿 法（昭和38

社 年法律第13 同法第29条第７ ○ 社 年法律第13 同法第29条第６ ○

会 133号）に 項の規定による報 会 133号）に 項の規定による報

課 基づく知事 告の請求又は施設 課 基づく知事 告の請求又は施設

の権限に属 の設備についての の権限に属 の設備についての

する事務 調査の実施 する事務 調査の実施

14 同法第29条第９ ○ 14 同法第29条第８ ○

項の規定による有 項の規定による有

料老人ホームの設 料老人ホームの設

置者に対する改善 置者に対する改善

措置の命令 措置の命令

15 同法第29条第10 ○ 15 同法第29条第９ ○

項の規定による有 項の規定による有

料老人ホームの設 料老人ホームの設

置者に対する改善 置者に対する改善

措置の命令をした 措置の命令をした

旨の告示 旨の告示

略 略

略 略

附 則

この規則は、平成21年５月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、公布の日から施行する。




